
 

Institute for Economic Studies, Keio University 
 

Keio-IES Discussion Paper Series 
 

 

 

 
Do Superintendent Turnovers Matter for Student Performance? 

 

Soichiro Sugita 
 

25 March, 2025 
DP2025-004 

https://ies.keio.ac.jp/en/publications/25217/ 
 
 
 

 
 
 
 

Institute for Economic Studies, Keio University 
2-15-45 Mita, Minato-ku, Tokyo 108-8345, Japan 

ies-office@adst.keio.ac.jp 
25 March, 2025 



Do Superintendent Turnovers Matter for Student Performance? 

Soichiro Sugita 

Keio-IES DP2025-004 

25 March, 2025 

JEL Classification: I21, I22, M12 

Keywords: Superintendents, Accountability, leadership, Difference in 

Differences, Education production function 

 

 

Abstract 

While numerous empirical studies—particularly in the United States—

have examined the management skills and leadership of educational 

leaders, there remains limited evidence in the Japanese context. This 

study investigates the causal effect of superintendent turnover at the 

municipal level on student academic achievement, using a large-scale 

panel dataset from a standardized academic assessment conducted in a 

prefecture in Japan. The results suggest that changes in 

superintendents have limited effects on students' academic 

performance. 
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教育長交代は重要か？──大規模学力調査データを用いた分析

杉田 壮一朗 ∗

要旨

アメリカを中心に教育の管理職のマネジメント能力やリーダーシップを評価す
る実証研究が行われてきたが、日本の文脈における実証例は少ない。本研究では、
埼玉県学力・学習状況調査の大規模なパネルデータを利用し、市町村教育長の交代
というイベントが児童・生徒の学力に与える因果的効果を検証した。分析結果よ
り、教育長交代が児童生徒の学力に与える影響は限定的であることが示された。

JEL Classification:I21, I22, M12

キーワード— 教育長,アカウンタビリティ,リーダーシップ, 差の差法, 教育生産関数

1 はじめに
本稿は、市町村教育長の交代が児童生徒の学力に与える因果的な効果を大規模な学力調査
データを用いて検証したものである（以下、特に断りがない限り教育長とは市町村教育長を
指す）。本稿は、校長や教育長といった教育における管理職のマネジメント能力・リーダー
シップが与える効果に関する研究群に位置づけられる。教育の管理職が与える影響は、主に
日本国外において教育・人事経済学などの分野で 2010年代以降実証分析が蓄積されてきた。
例えばBloom et al. (2015)は、8カ国の学校を対象とした大規模なサーベイから人事・財務
等の裁量がある公立学校ほど校長のマネジメント能力が高いことを示した。
さらに、本稿は学校や教員が児童・生徒の学力等に与える効果を検証する研究群の延長線
上にもある。コールマン報告 (Coleman, 1968)の公表以来、学校や教員が持つ効果は長年議
論されてきた。教員の経験年数や学歴、教員免許の有無といった「投入変数」のうち、一貫
して児童生徒の学力に有意な影響を与えるものは確認されていない (Hanushek and Rivkin,

2006)。投入変数により教員の質を近似するこのようなアプローチに対し、学力などのアウト

∗慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科後期博士課程 (sugita3520@keio.jp) 。本稿は指導教員である中
室牧子（慶應義塾大学総合政策学部）教授の承諾を得て投稿している。
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カムに対する寄与度を直接計測する付加価値モデル（Value-Added Model）によって教員評
価を行う研究群 (Hanushek, 1986, 2006; Chetty et al., 2014; Kraft, 2019; Kane and Staiger,

2008; Rockoff, 2004) が発展した。
特にアメリカを中心とした先行研究では、(1)上述の教員に対する付加価値モデルを校長レ
ベルに応用し、校長一人ひとりの「校長付加価値（アウトカムへの寄与度）」を計測したもの
(Coelli and Green, 2012; Grissom et al., 2015; Branch et al., 2012)、(2)校長の交代・異動な
どを利用して、児童生徒のアウトカムに与える影響を分析したものがある。児童生徒と校長の
情報が紐づけられたパネルデータが利用可能な場合は (1)、そうでない場合は (2)のアプロー
チがとられる場合が多い。(1)に含まれる先行研究では、校長付加価値の分布の下位に位置す
る校長を、分布の上位に位置する校長に置き換えることで、児童・生徒の学力・非認知能力が向
上することを報告する研究が一定数存在する (Grissom et al., 2015; Dhuey and Smith, 2014,

2018)。(2)に関する先行研究では、校長の異動がアウトカムの時系列変動に対する影響を推
定する「分散推定」と呼ばれるアプローチなどが代表的であり、校長が児童生徒のアウトカム
に対してプラスの効果を与えることを報告している (Coelli and Green, 2012; Branch et al.,

2012)。
教育長が児童・生徒のアウトカムに与える効果を検証した文献も、校長に関する文献に比
して少ないものの存在する。数少ない研究の 1つであり代表的なものがLavy et al. (2023)で
あり、イスラエルの行政データを用いて教育長が児童・生徒の学力に与える効果を検証し、
教育長の質が児童・生徒のテストスコアや行動に正の影響を与え、特に教育の質が相対的に
低い学校において効果が大きいことを報告している。
これらの先行研究より、教育長・校長といった教育におけるリーダーは、児童生徒の学力
等のアウトカムに対して無視できない影響を与えていると考えられる。ただし、日本の教育
行政制度下における効果は必ずしも明らかでなく研究蓄積も少ない。アメリカの教育行政制
度では、教育長・校長に対してテストスコアの結果に対するアカウンタビリティが強く求め
られるが、日本の教育長・校長はそのような文脈に置かれていない。関連する日本の研究と
しては、本稿と同じデータを用いて教員付加価値の記述的な解析を行った伊藤・田端 (2022)

や、全国学力・学習状況調査の繰り返しクロスセクションデータを用いて校長固定効果の解
析・分散推定を行った赤林・佐野 (2019)などがあるものの、教育におけるリーダーの効果を
実証的に検証した文献はかなり限られている。
以上の背景に基づき、本稿における研究目的を次のように設定した。本稿では、日本にお
ける大規模な児童生徒の個票パネルデータを用いて、日本の教育行政制度のもとで教育長交
代（以下、処置）という地域教育行政のリーダーの変更が児童生徒の学力へ与える効果を検
証し、教育長の影響を実証的に明らかにする。本稿の分析は、アカウンタビリティが強く問
われるアメリカなどのエビデンスが中心であり、日本の教育行政における文脈での検証が手
薄であった教育におけるリーダーの効果に関する研究蓄積に貢献する。特に、埼玉県学力・
学習状況調査を用いることの意義は、定量的評価に耐えうる十分なデータの質と量にある。
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埼玉県のデータは、児童生徒の学力が経年比較が可能な IRT(項目反応理論)を用いて測定さ
れているかつ、児童生徒の属性情報も含んでいる。さらに、さいたま市を除く埼玉県下の全
ての市町村が参加する悉皆調査に基づく個票データであり、計量経済学的な効果検証に耐え
うるものである。
本稿で行った分析より次のような結果が得られた。Staggered Designを用いた差の差分析
の結果より、教育長の交代は国語および数学に対して統計的に有意な効果を持つことは確認
されなかった。交代による影響の大きさも小さなものであると考えられる。したがって、教
育長交代という地域教育行政のリーダーの変更は、その市町村の学校に通う児童生徒の学力
向上には寄与しないと考えられる。
以下、本稿の構成は次の通りである。第 3節では、教育長に関する制度上の背景、埼玉県
の教育制度や学校・児童生徒の背景情報、データの詳細等を明らかにし、記述統計分析の結
果を示す。第 4節では実証戦略を提示し、第 5節では推定結果を報告する。最後に第 6節では
ディスカッションと結論を提示し、本稿の研究上の限界や追加的議論をまとめる。

2 背景
2.1 教育委員会に関する制度上の背景

本項では、教育委員会に関する制度的な背景を簡潔に説明する。市町村教育委員会 (以下、
市町村教委)は、首長から独立した行政機関であり、地域の教育行政の中心を担う組織であ
る。教育委員会は主に学校教育の振興、地域・社会教育の振興、芸術文化の振興ならびに文
化財の保護、スポーツ振興の 4領域を担う。本稿と関連する学校教育分野については、具体
的に、学校の設置管理、教職員の人事及び研修、児童・生徒の就学及び学校の組織編制、校
舎等の施設・設備の整備、教科書その他の教材の取扱いに関する事務の処理などを行う。
また、地方教育行政法（以下、地教行法）第 13条の 1で「教育長は、教育委員会の会務を
総理し、教育委員会を代表する」と規定されており、市町村教育行政における第一義的な責
任者である。教育長の任期は 3年で、首長が議会の同意を得た上で直接任命する。また、教
育長の再任も認められている。教育長が責任者を務める教育委員会は、常勤の教育長と非常
勤の教育委員（原則 4名）で構成される合議体と、地域の教育行政に関する事務を行う教育
委員会事務局からなり、教育長は合議体ならびに事務局の指揮監督者であるとされる。
本稿が分析対象とする市町村教委は、教員の人事や給与に関する直接的な権限を持たない。
市町村の教職員は都道府県教育委員会（以下、県教委）が任命し、政令市を除き県教委がそ
の給与負担も行う。この点は、教育行政制度におけるアカウンタビリティが厳しく問われる
アメリカなどの他国の状況とは異なる。例えば、アメリカでは学校区（school district）ごと
の教育委員会ならびに各学校が教職員人事・給与負担に関する権限を強く持ち、学力テスト
の結果等に応じて教育長の説明責任が強く問われる場合が多い。一方で、日本の教育行政制
度のもとでは、市町村教委は市町村が設置した学校に対する指導は行うが、教職員の雇用・
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配置変更を行ったり教職員給与を負担したりするといった直接的なマネジメントを行うこと
はできない。さらに、上述のように現行の制度では教育長の任命責任は首長にあり、毎年度
開催される総合教育会議において首長と教育委員会との検討によって教育政策の方針が決定
されることも踏まえると、教育長は県教委や各首長の影響を強く受け、他市町村の教育長の
教育行政方針に影響を受けることは少ないと考えられる。

2.2 教育長のリーダーシップに関する教育学・社会学研究

教育長や校長といった教育における管理職がもたらす効果を理論的に説明した研究は、経
済学分野ではほとんど存在しない。一方で、日本の教育学や社会学の分野では教育長のリー
ダーシップに関する研究が一定数存在する。
教育学における研究では、教育長のリーダーシップは多元的であるとされ、特に日本の教
育長については、変革的リーダーシップ、教育的リーダーシップ、社会正義リーダーシップ、
政治的リーダーシップの 4次元で構成される (山下・諏訪, 2021)。山下・諏訪 (2021)によれ
ば、変革的リーダーシップとは「現状維持志向の対置概念であり、教育政策の改革を推進し、
効果的な実践を志向する」こと、教育的リーダーシップとは「児童生徒の学力向上及び学力
格差の是正を志向する」こと、社会正義リーダーシップとは「社会的に排除されやすい人々
に目を向け、社会的包摂に向けて支援することを志向する」こと、政治的リーダーシップと
は、「教育長としての説明責任の遂行、地域の利害関係調整、資源配分過程における透明性
を志向する」ことを指す（それぞれ原文ママ）。2000年代以降のアメリカでは、教育長のア
カウンタビリティが明確に問われることから教育長のリーダーシップが学力に直接的な効果
を与えることが想定されてきたが、日本の教育行政制度のもとでは、教育長の権限は限定的
であり教育長が直接学力に効果を与えることは想定しづらいと考えられている (生田, 2021)。
ただし生田 (2021)は、日本における教育長のリーダーシップが学校を介して児童・生徒の
学力に影響を与える経路を検討した。分析の結果、教育長は学校の雰囲気に影響を与え、間
接的に児童・生徒の学力に影響を与えることが示唆された。具体的には、変革的および教育的
リーダーシップが各学校長の校内でのリーダーシップの発揮を促し、社会正義リーダーシッ
プが教員の教育実践力の向上を促すことで学力に影響を与えることを共分散構造分析に基づ
き報告している。

2.3 埼玉県内の市町村における教育制度

本項では、分析対象となる埼玉県の各市町村における教育制度について言及する。学校教
育法施行令第 5条では、市町村教委は就学予定者の就学すべき小学校、中学校又は義務教育
学校を指定しなければならないと規定されており、児童生徒は、住民登録上の住所で定めら
れた公立小中学校に通うことが原則である。しかし、保護者が何らかの理由で指定校以外へ
の就学（いわゆる「越境通学」）を希望する場合は、事由を添えて就学指定校変更・区域外
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就学の申請を行い、各市町村教委が許可することで可能となる。各市町村が定める事由は、
身体的な理由、いじめ等への対処、児童生徒の帰宅地が自宅以外（祖父母宅等）の場合など
であり、学校選択制のように希望学校を選ぶ仕組みではない。
埼玉県下の一部の市町村（朝霞市、川口市、越谷市等）では、公立学校の学校選択制を実施
しているものの盛んに実施されているとは言えない。未実施の市町村も多く、実施している
場合であっても、市内の特定のブロック内での自由選択など、完全な自由選択制でないケー
スがほとんどである。さらに、学校選択制は原則「市町村内の」就学校選択における自由を
認めるものであり、教育長交代の効果検証を行う本稿の分析に対し基本的には影響を与えな
いと考えられる。また、本稿のデータ上では、「さいたま市を除く埼玉県内で市町村間を移
動した」と考えられるサンプル（以下、転校サンプル）は観測できる。3.3項では、本稿で用
いるデータで市町村間の個人の移動と教育長交代との関連を検証する。
本稿で用いるデータが対象とする埼玉県下の市町村における児童生徒の特徴については、
第 3節にて記述統計分析とともに補足する。

3 データ
3.1 使用データの概要

本稿における分析では、埼玉県学力・学習状況調査 (以下、埼玉県学調)の 2016年から 2019

年の児童・生徒個票データを利用した。埼玉県学調は、さいたま市を除く埼玉県内全市町村
における公立小中学校の小学校 4年生から中学校 3年生の全ての児童・生徒を対象に実施さ
れており、本稿では国語と数学のスコアを利用する。
埼玉県学調のデータには児童生徒個人に IDが付与されており、同一個人を経年追跡する
ことが可能なパネルデータとなっている。また、IRT(項目反応理論)に基づいたスコアの算
出を行っており異なる年度のテストスコアを比較することが可能である。さらに、埼玉県学
調にはテストスコアのデータのほか、通塾の有無や家庭における蔵書数など児童・生徒の家
庭の SES(社会経済的地位)に関する質問項目を含んだ児童・生徒質問紙も含まれる。

3.2 記述統計量

推定に用いるサンプルの記述統計量を表 1に示す。推定では処置の効果を捉えるため、全
ての学年をプールしたパネルデータを用いる。ここでは、標準化などの処理を行う前の変数
に対する記述統計量を示している。後述の分析では、解釈をわかりやすくするため、国語・
数学のテストスコア、ならびに学校規模・クラスサイズなどの連続なコントロール変数は平
均 0、標準偏差１になるよう標準化した。また、使用するサンプルのうち、欠測のある値を
含むレコードは推定に用いていない。
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表 1: 記述統計量

項目 観測数 個人数 平均 標準偏差 最小値 最大値
処置・時点に関する変数
教育長交代後ダミー 875606 354313 0.26 0.44 0.00 1.00
交代イベントあり（処置群ダミー） 875606 354313 0.40 0.49 0.00 1.00

アウトカム
国語スコア（素点） 875606 354313 0.41 1.52 -7.34 6.17
数学スコア（素点） 875606 354313 0.38 1.32 -5.80 5.80

生徒に関する変数
女子ダミー 875606 354313 0.49 0.50 0.00 1.00
通塾ダミー 875606 354313 0.67 0.47 0.00 1.00
蔵書ありダミー 875606 354313 0.89 0.31 0.00 1.00

学校に関する変数
学校規模 875606 354313 350.87 173.36 4.00 961.00
クラスサイズ 875606 354313 32.73 4.79 1.00 42.00

注）観測数はパネルにおける観測されたデータ点の数、個人数はユニークな個人（ユニット）の数である。連続変数は平均 0、標準偏差 1
に標準化する前の値について統計量を計算している。個人の平均観測年数は 2.47 年である。

本稿の推定では「処置群のサンプルにもかかわらず処置前に卒業や転出などによって退出
したサンプル」および「2016年から 2019年の間に市町村間を移動したサンプル」を除外し
ている。後者を除外するのは、処置群の市町村から対照群の市町村に移動することによって、
処置時点以降ならば１をとり続けるというパターンが崩れることを防ぐためである。

3.3 教育長・市町村に関する記述統計分析

本稿では、観測期間内における埼玉県の各市町村で誰が教育長を務めているのかを埼玉県
の公表情報から調べ、教育長の交代に関するデータを構築した。埼玉県学調は各年度の 5月
に実施されるため、その前年度に発生した教育長の交代を学力の測定が行われた年度に紐づ
けている。本稿の分析で用いたサンプルでは、図 1(a)では、年ごとにどれくらいの割合の
市町村が処置を経験しているのかを示しており、棒グラフの高さは各時点までに教育長交代
を経験した市町村を累積し全体の市町村数で割って算出した割合に等しい。図 1(a)を見る
と、各年で埼玉県全体の市町村のうち 10～15% 程度に当たる市町村で処置が発生しており、
最終的に 2016年から 2019年までの間に約半分の市町村が教育長の交代を経験している。な
お、本稿における分析では、処置が観測期間中に 2回以上生じた市町村は分析から除外して
いる。そのような市町村は 2市町村のみであり、それらのサンプルを含めた場合の分析結果
も、本稿で報告している結果とほとんど変わらないことを確認している。
さらに、第 2.3項で述べたように、パネルデータの期間内での市町村間の移動が教育長交代
に合わせて発生していないかを確認する。図 1(b)は処置タイミング前後の市町村間移動の
様子をイベントスタディプロットで示している。各時点における推定値は 0付近の値をとっ
ており、処置による統計的に有意な影響は認められない。したがって、教育長交代タイミン
グに合わせて市町村間を移動することを支持する証拠は本稿では得られなかった。
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図 1: 教育長交代イベントに関する記述統計分析

(a) 教育長交代イベント発生後の市町村の割合

注）各市町村についてすでに処置を経験している場合に 1 を
とるダミー変数（処置後ダミー）を定義し、各年における平
均値を算出している。

(b) 教育長交代イベント前後における個人の市町村間移
動

注）Sun and Abraham (2021)に基づき、市町村間移動あり
ダミーをアウトカムとした時のイベントスタディを実行した。
エラーバーは 95%信頼区間。使用したサンプルは、市町村間
を移動したサンプルを含み、これらを除くと 5.1.1の推定に使
用したサンプルが得られる。

3.2項の表 1より、平均して児童生徒の 7割弱は通塾しており、家庭の蔵書が全くない子ど
もは 1割程度である。また、学校数や生徒数の分布を図 2に、各市町村の教育支出（教育費）
の分布を図 3に示してある。学校数・生徒数・市町村数ともに分布が左側に偏っており、多
数の小中規模の市町村と一部の規模の大きな市町村で構成されたサンプルであることがわか
る。これらの変数についての処置効果の異質性については 5.1.1で検証する。

図 2: 市町村ごとの学校数と生徒数の分布（2016年）

注）破線は分布の平均を表す。学校数の平均は 17.02、中央値は 12.5、標準偏差は 14.80。生徒数の平均は 3,230、中央値は 1,874、標準
偏差は 3,379。推定に使用するサンプルのうち、市町村ごとに学校数・生徒数をカウントした。

7



図 3: 市町村ごとの教育費分布（2015年度）

出所）平成 28 年度（平成 27 会計年度） 地方教育費調査。
注）破線は分布の平均を表す。平均は 3,472,390、中央値は 2,505,184、標準偏差は 3,641,180。

さらに表 2に観察可能な変数によるバランステストの結果を示す。上述したように、この
分析で用いた処置群は「処置を受けた後もデータにとどまる」サンプルのみを用いている。
女子ダミーを除き統計的に有意な平均値の差が検出されているものの、各変数の平均値の差
に対する検出力は本稿のデータのサンプルサイズが大きいためほぼ 1に近い値をとっている。
したがって、平均値の差の有意性は両群がバランスしないことを必ずしも意味しない。

表 2: 処置前における処置群と対照群の比較

変数 対照群 処置群 p値 検出力
観測数 528,252 114,367
女子ダミー 0.49 (0.50) 0.49 (0.50) 0.198 0.05
通塾ダミー 0.68 (0.47) 0.74 (0.44) <0.001 1.0
蔵書ありダミー 0.89 (0.31) 0.90 (0.30) <0.001 1.0
学校規模 359.77 (178.95) 306.48 (151.45) <0.001 1.0
クラスサイズ 32.93 (4.67) 31.85 (5.26) <0.001 1.0

注）検出力（Power）は、効果量 d =
|µ1−µ0|

sp
に基づいて算出している（各変数の添字は 1が処置群、0が対照群を表す）。sp はプール

された標準偏差で、sp =

√
(n1−1)s21+(n0−1)s20

n1+n0−2
。有意水準 α = 0.05 の両側検定における正規分布近似を用い、検出力は以下の式で計

算している：Power = Φ
(
z − z1−α/2

)
+

[
1− Φ

(
z + z1−α/2

)]。ただし z = d
√

n1n0
n1+n0

、Φ(·) は標準正規分布の累積分布関数。

4 実証戦略
4.1 回帰モデル

処置効果を推定するため、まずは次の 2方向固定効果（TWFE）回帰モデルを考える。

Yit = αi + λt + δDit + ϵit (1)

添字の iは生徒個人、tは時点 (年度)を表す。αiは個人（ユニット）の固定効果、λtは時
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点の固定効果である。Dは個人 iが処置群（処置が観察期間内に生じた市町村）に属するか
つ tが処置が生じた後の時点である場合に 1をとるダミー変数である。Y は標準化されたテ
ストスコア（国語・数学）である。
式 (1)の定式化に基づく推定では、共変量を含んでいない。これにはいくつかの理由があ
る。第 1に、推定における技術的な問題がある。具体的には、個人固定効果（時間を通じて
不変な個人固有の影響）を制御しているため児童・生徒の性別など時間を通じて不変な属性
をモデルに含められない。
第 2に、時間を通じて変化する共変量を入れた場合は処置変数が共変量の影響を受ける場
合があるため注意すべきであること、共変量を含んだ場合に条件付き平行トレンドの仮定に
おける定式化の誤りに対して頑健とは限らないことが挙げられる。そのため、本稿では共変
量を含めない推定結果を提示する。なお、平行トレンドの成立についての検討は、イベント
スタディプロットの確認、事前トレンドに対する検出力の確認などとともに第 5節にて行う。
また、本稿の設定では処置の発生タイミングが市町村ごとに異なる。処置タイミングが
ユニットごとに異なる場合、すでに処置を受けたグループを対照群として扱うことにより
Negative Weightsの問題が生じ、深刻なバイアスをもたらしうることが近年指摘されている。
次項では、Negative Weightsの問題が生じているかを診断する。

4.2 Negative Weightsの検証

本項では、Frisch–Waugh–Lovell (FWL)定理に基づきJakiela (2021)が提案した方法によっ
てNegative Weightsの診断を行う。ここでは、以下の回帰モデルを考える。

Ỹit = δD̃it + ε̃it (2)

Ỹitはアウトカムを、 D̃itは処置変数を個人固定効果と時点固定効果に回帰して得られる残
差である。この回帰式を最小 2乗法 (OLS)で推定し、傾き δが負であるかを確認する。
図 4は、(Ỹit, D̃it)をプロットした散布図ならびに式 (2)をOLSで推定して得られた回帰直
線を示したものである。図から視覚的に分かるように、回帰直線の傾きはほぼ 0かつ回帰モ
デルの説明力 (決定係数)は 1%以下であり、アウトカムの残差と処置変数の残差との間に強
い相関関係は確認されない。図中に示している回帰分析の結果は、処置変数の残差（x）の
傾きの係数は 1％水準で統計的に有意であるものの、符号は正であり、係数の大きさについ
ては国語は 0.0011、数学は 0.0027であり 0に近い値をとっている。
以上より、Negative Weightsの問題が生じていることを支持する結果は得られなかった。
ただし、本稿では Staggered Designに基づく分析を主な分析結果として提示し、比較対象と
してナイーブなTWFEの結果も報告する。
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図 4: Negative Weightsの診断 (Jakiela, 2022)

注）縦軸はアウトカム（国語・数学のスコア）の残差、横軸は処置変数の残差である。残差は個人固定効果・時点固定効果に回帰して得
られたものである。グレーの直線はアウトカムの残差を処置変数の残差で回帰して得られる直線である。

5 推定結果
5.1 Staggered Designによる推定結果
5.1.1 Sun and Abraham (2021)に基づく推定

本稿では、Sun and Abraham(2021、以下SA2021)に基づくRのfixestパッケージ・sunab()
を用いた差の差分析、ならびにイベントスタディプロットによる可視化を行った。表 3に
Staggered Designの推定結果、図 5にそのイベントスタディプロットを示す。
国語については、処置ダミーDitの係数は 5%水準で統計的に有意でなく、帰無仮説H0 :

δ = 0は棄却されない。係数の符号の向きは一貫しておらず、効果の大きさは全時点の平均
が 0.002sdで、-0.043sd(標準偏差)から 0.01sdの間の値となっている。数学についても同様
に、処置ダミーDitの係数は 5%水準で統計的に有意でない。係数の符号の向きは一貫して
おらず、効果の大きさは全時点の平均が 0.004sdで、-0.059sdから 0.015sdの間の値となって
いる。図 5のイベントスタディプロットからも、各教科・各時点の推定値は統計的に有意に
0と異ならず、効果の大きさが限定的であることがわかる。
図 6は、5.1.1で行った推定に対してさらに 2015年度の市町村ごとの学校数・生徒数・教育
費それぞれについて処置効果の異質性があるかを分析したイベントスタディプロットである。
全体としては、統計的に有意な異質性は観察されなかった。ただし統計的有意性はないが、
教育費（教育支出）が中央値より上位の市町村はで国語・数学ともに処置後の推定値の符号
が正で一貫している。
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表 3: Staggered DID による推定結果（SA2021）

国語の推定結果

相対時点 推定値 p値
−3時点 −0.043 0.318
−2時点 0.003 0.851
0時点 0.000 0.954
+1時点 0.008 0.614
+2時点 0.012 0.484

全時点平均 0.002 0.900

数学の推定結果

相対時点 推定値 p値
−3時点 −0.059 0.247
−2時点 0.002 0.907
0時点 −0.001 0.959
+1時点 0.015 0.458
+2時点 0.001 0.958

全時点平均 0.004 0.860

注）アウトカムは標準化されているため、表内の数値の単位は標準偏差（sd）である。

図 5: Staggered Designによる推定結果（イベントスタディプロット、SA2021）

(a) 国語 (b) 数学

注）各時点における点推定値は、Sun and Abraham (2021) で提案された方法に基づく推定値。エラーバーは 95%信頼区間。
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図 6: 処置効果の異質性

注）Sun and Abraham (2021)によって得られた推定値を報告している。それぞれ、学校数・生徒数・教育費の中央値より上位に位置す
る市町村のサンプルに対する異質性を分析している。

5.2 頑健性チェック
5.2.1 Callaway and Sant ’Anna (2021)に基づく推定

図 7にCallaway and Sant’Anna (2021、以下CS2021)の方法による推定結果をイベントス
タディプロットの形式で示してある。国語については、SA2021における結果と同じく、統計
的に有意な推定値はどの時点においても認められず、処置後における推定値の正負は一貫し
ていない。推定値の大きさは-0.05sdから 0.02sd程度である。数学については、-2時点と+2

時点において統計的に有意な正の推定値が得られている。しかしそれぞれ 0.025sd程度の大
きさであり、十分に大きな効果であるとは言えない。ただし、事前時点で統計的に有意な差
が見られることについては、5.2.3にて議論する。
なお、本稿で行った以下CS2021に基づく分析はNot yet treated(処置群だが未処置)をベ
ンチマークとしており、推定の際にバランスドパネルとなるよう 5.1.1で用いたサンプル（ア
ンバランスドパネル）から didパッケージによって切り出されたものを推定に用いている。
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図 7: Staggered Designによる推定結果（イベントスタディプロット、CS2021）

(a) 国語 (b) 数学

注）各時点における点推定値は、Callaway and Sant’Anna (2021) で提案された方法に基づく推定値を処置タイミングからの相対的な
時点ごとに集計した値。エラーバーは 95%信頼区間であり、did パッケージによって多重検定問題を考慮して計算されたものである。

5.2.2 ナイーブな TWFEとの比較

4.2項で行ったJakiela (2021)による診断では、処置タイミングの異なる TWFEにおける
Negative Weightsの存在は支持されなかったが、頑健性確認のためナイーブなTWFEの推定
値も確認する。表 4にナイーブなTWFEの推定結果を示す。結果より、帰無仮説H0 : δ = 0

に対して国語・数学ともに 5%水準で統計的に有意ではなかった。推定値の大きさは、-0.003sd
から 0.001sdであり限定的である。Staggered Designにおける結果と比較しても、推定値は
大きく変わらずNegative Weightsの影響は大きなものではないと考えられる。

表 4: ナイーブな TWFEの推定結果

国語 数学
(1) (2) (3) (4)

教育長交代後×処置群 0.001 0.000 0.003 −0.003
(0.011) (0.008) (0.017) (0.008)

Observations 875 606 875 606 875 606 875 606
FE: Student ✓ ✓ ✓ ✓
FE: Year ✓ ✓ ✓ ✓
FE: School ✓ ✓

注）係数の推定値について***は 0.1 ％, **は 1 ％, *は 5 ％で有意であることを示す。() 内の値は標準誤差。標準誤差は、市町村を単位
としたクラスター構造に頑健な標準誤差である。アウトカムは標準化されているため、表内の数値の単位は標準偏差（SD）となる。

5.2.3 平行トレンド仮定の検証

本項では、5.1.1で得られた推定結果をもとに、Staggered Designに基づく差の差分析にお
ける平行トレンド仮定が成立しているかを検討する。ここでは、事前トレンドにおける検出
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力の検討（Roth, 2022）を行う。平行トレンド仮定の検討において、事前トレンドが有意で
ないだけでは不十分であり、検出力の確認や感度分析等をすべきであることが近年指摘され
ている (Roth, 2022; Rambachan and Roth, 2023)。
ここでは、有意水準 α = 0.05、検出力 1− β = 0.8という設定のもと、処置前の時点 (-3お
よび-2時点)それぞれについて最小検出可能効果 (MDE)をMDE =

(
Z1−α/2 + Z1−β

)
× se で

計算した。Zγは標準正規分布における上側 100×γ%点を、seは標準誤差を表す。国語につ
いては-3時点で 0.121、-2時点で 0.043であった。数学については-3時点で 0.141、-2時点で
0.041であった。実際の推定値よりもMDEの方が大きいことは事前トレンドを検出するこ
とができなかった可能性があることを意味する。実際、5.1.1における数学の推定結果では、
事前トレンドがないという帰無仮説は棄却されている。

6 ディスカッション・結論
本稿では、地域教育行政のリーダーである教育長の交代が、その市町村の学校に通う児童
生徒の学力に与える影響を検証した。Staggered Designを用いた差の差分析の結果より、教
育長の交代が国語および数学のスコアに対し、統計的に有意かつ十分に大きな効果を持つこ
とは確認されなかった。したがって、教育長交代という地域教育行政のリーダーの変化が児
童生徒の学力に与える影響は限定的であると考えられる。この結果は、教育学・社会学分野
における研究や、市町村の教員人事・給与権に対する権限が低いという制度内容とも整合的
である。
ただし、本稿には以下に述べるように技術上の限界点・留意点がいくつかある。第 1に、
本稿では教育長付加価値の推定は行っていない。日本の教育行政制度では、各市町村に 1名
の教育長が対応するため、個人ごとの教育長付加価値は市町村固定効果と識別できない。こ
のような背景から、本稿では教育長付加価値の識別・推定ではなく教育長交代に着目した分
析を行った。本稿はあくまで「教育長交代というイベントが与える効果が支持されない」と
いう主旨の結果であり、個々の教育長が持つ管理能力や行政手腕の高さを否定するものでは
ないことには留意が必要である。
第 2に、教育長個人に関する属性や独自に行った施策内容などに関する情報は本稿のデー
タに含まれない。したがって、どのような教育長が児童・生徒の学力に大きな影響を与える
かについての具体的な分析は十分に行えておらず、教育長交代イベントに対する因果的な効
果の検証にとどまっている。
第 3に、5.2.3項で検討したように、平行トレンド仮定が成立しているとは必ずしも主張で
きず、事前トレンドを検出できなかった可能性がある。そのため、本稿の結果は平行トレン
ド仮定について上記の留保のもとで解釈されたい。
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